
医療の確保、検疫、学校・保育施設
等の臨時休業の要請等に関する運
用指針（改定版）

平成２１年６月19日 厚生労働省



［諸外国の患者発生状況］

○ 感染者数は増加、特に南半球において増加が著し
い。

○ ６月１２日（日本時間）、ＷＨＯは、ＷＨＯフェーズ分
類を６とし、世界的なまん延状況にあると宣言。

○ ＷＨＯは加盟国に対し、①引き続きの警戒と、②社
会的経済的混乱を招かないよう柔軟な対応を求め
ている。

１．基本的考え方

［基本的考え方］～秋冬に向けて国内での
患者数の大幅な増加が起こりうるという観点に
立ちつつ、以下の方向を目指す

① 患者数の急激で大規模な増加を
できるだけ抑制・緩和し、社会活動の
停滞や医療供給への影響を低減

② 医療機関の負担を可能な限り減らし、
重症患者に対する適切な医療を提供

③ 患者の把握については、個々の発
生例ではなく、患者数の大幅増の端
緒等を探知し、対策につなげる

④ 現時点を準備期間と位置付け、秋
冬の社会的混乱が最小限となるよう
体制整備

感染の拡
大時期を
遅らせる

感染数のピー
クを抑制

［我が国の患者発生の見通し］

○ 海外からの感染者の流入を止めることはでき
ず、今後とも、患者発生が続くと考えられる。

○ 一部に原因が特定できない散発事例が発生、
秋冬に向けていつ全国的かつ大規模な患者増
加を見てもおかしくない状況。

○ 基礎疾患を有する者等で重症患者が増加す
る可能性があり、これに対応することが必要。
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④ 感染の急速な拡大と大規模かつ一斉の流行を抑制・緩和
するための公衆衛生対策

③ 感染拡大及びウイルスの性状変化を早期に探知するサー
ベイランス

② 院内感染対策の徹底等による基礎疾患を有する者等の感
染防止対策の強化

① 重症患者数の増加に対応できる病床の確保と重症患者の
救命を最優先とする医療提供体制の整備

※従来の運用指針のような地域のグループ分けを廃止
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（１）発生患者と濃厚接触者への対応

２．地域における対応について

○ 患者

→ 入院措置ではなく、外出を自粛し、自宅で療養

○ 基礎疾患を有する者等

→ ・ 早期から抗インフルエンザウィルス薬の投与
・ 重症化するおそれがある者については優先的に

PCR検査を実施し、入院治療を考慮

○ 学校等の集団で複数の患者が確認された場合
→ 必要に応じ積極的疫学調査

○ 医療従事者・初動対処要員等（基礎疾患有り）
→ ・ ウイルス暴露の場合は予防投与

・ 感染の可能性が高くなければ職務継続可能
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【少数地域】 渡航歴・接触歴がある者

でインフルエンザ様症状が見られる場

合には、発熱相談センターに電話で相

談、必要に応じて発熱外来を受診

【増加地域】 対応可能な一般の医療機

関においても、患者を診療

外
来
部
門

入
院
部
門

基礎疾患を有する者等 が感染した場合には重症化する可能性が
高まるため、院内感染対策を徹底してこれらの者を守ることを周知。

【少数地域】 原則として入院措置を実

施する（感染症指定医療機関等）

【増加地域】 一般病院においても重症

者のための病床を確保

・必要に応じて発熱相談センターは患者に医療機関を紹介

・原則として全ての一般医療機関において外来診療を行う

・院内感染対策を徹底し、基礎疾患を有する者等の感染を防止

・自宅で療養する患者に対し必要な情報提供等を行う

・医療機関以外に設置する発熱外来の必要性は、都道府県等が地

域の特性により検討

・原則として入院措置は実施しない

・感染症指定医療機関以外においても入院を受入れ

・院内感染防止に配慮した病床の利用に努力

・診療を行わない医療機関を検討（透析病院、産科病院等）

（２）医療体制

現行の体制 今後の体制
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＊基礎疾患を有する者等 妊婦、幼児、高齢者、慢性呼吸器疾患・慢性心疾患・代謝性疾患（糖尿病等）・腎機能障

害・免疫機能不全（ステロイド全身投与等）等を有しており、治療経過や管理の状況等を勘案して医師

により重症化のリスクが高いと判断される者等。

＊



発熱患者の受診の流れ（基礎疾患を有する者等でない場合）

急な発熱と咳やのどの痛みなどの症状がある

はい いいえ

はい いいえ

紹介紹介

自 宅

原則 例外

退 院

かかりつけの医師がいる

受診する医療機関が分かる

入院の必要性の判断

診療

かかりつけの医師

発熱相談センター
発熱外来機能＊を有する

一般医療機関

＊発熱外来機能 発熱患者とその他の患者について受診待ちの区域を分ける、診

療時間を分けるなど、院内感染対策を強化した外来機能のこと。

（２）医療体制

入院
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発熱患者の受診の流れ（基礎疾患を有する者等の場合）

原 則 例 外

退 院

入院の必要性の判断

必要に応じて紹介

診 療

急な発熱と咳やのどの痛みなどの症状がある

診 療

かかりつけの医師

発熱外来機能を有する

一般医療機関

自 宅

（２）医療体制

入院
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○ 学校・保育施設等
→ 都道府県等は必要に応じ、臨時休業を要請。

※ 感染拡大防止のため特に必要があれば、広域での臨時
休業の要請が可能。

○ 大学
→ 都道府県等は感染拡大の速度を遅らせるた
めの運営方法の工夫を要請。

（３）学校・保育施設等

患者発生
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目的

国内外に新型インフルエンザの患者が多数確認されている現況を踏まえ、感染の一定の発生は避け
られないことを前提としつつ、以下の2点を可能な限り早期に察知。

① 個人の感染の発生ではなく、集団における患者発生
② 病原性の変化

○新型インフルエンザウイルスの変異
の解析（約５００の病原体定点医療機関）

○個人単位での感染を早期に

探知し、全数を把握（疫学情報を
加味）

（１）感染拡大の早期探知

（２）重症化及びウイルスの性状変化の監視

（３）全体の発生動向の的確な把握

○インフルエンザ患者数（新型および季節性）の把握 （約５０００の定点医療機関）

○集団での感染を早期に探知し、感
染状況を的確に把握

現状 今後

○学校等の休業状況の把握

○入院患者（重症者）の数を把握
○全数を把握し、個々の患者の
治療経過を把握

より現実的で効果的
な方式への転換

○学校等の休業状況の迅速な把握迅速化

重点化

～目的を明確化し、的確な対応へとつなげるサーベイランスの実施

３．サーベイランスの着実な実施
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複数のルートから、同一の集団における一定数以上のインフルエンザ患者（疑われる者も含
む）を把握し、保健所への連絡を徹底し、PCR検査等により新型インフルエンザの集団発生を
早期に探知。

医師 学校 社会福祉施設等

保健所

連
絡

連
絡

連
絡

施設長施設長

厚生労働省

報
告

○ 集団に属する患者の一部の者について、

PCR検査を実施

○必要に応じて積極的疫学調査及び公衆衛
生対策の実施

同一集団内で
複数発生する
インフルエンザ
患者発生

・インフルエンザに
よる出席停止

・学級・学年閉鎖、
休校

一定数以上の
インフルエンザ
患者発生

集団発生を把握するためのサーベイランスの着実な実施

連絡・必要な対応の徹底

9



項 目 現 行 変更後

呼びかけ
・健康カー
ド

• まん延国からの航空機について
は、機内で有症者に申し出るよう呼
びかけ

• 全入国者に健康カード配布 （健
康管理、発症時の発熱相談セン
ターへの連絡を周知徹底）

• 全入国者に対し、検疫ブースの前で呼び
かけを実施

• 全入国者に対し、事後的に症状を自己確
認できるよう改訂した健康カードを配布（発
症した場合には一般の医療機関を受診す
るよう周知徹底）

ＰＣＲ検査

• 迅速診断キットで陽性等の場合に、
ＰＣＲ検査を実施

• 結果判明まで有症者は医療機関
にて待機

• 有症者には、原則、ＰＣＲ検査は実施せ
ず、 マスク着用等を行った上で帰宅

• 同一旅程の集団で複数の有症者の場合、
ＰＣＲ検査を実施し、陽性の場合、本人へ連
絡し、医療機関の受診勧奨

濃厚接触
者の健康
監視

• 全便機内ですべての乗客に健康
状態質問票を配布し、検疫ブースに
て回収

• 上記有症者以外の同一旅程の者につい
て、当該自治体に情報提供

４．検疫
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５．更なる変化に備えて

具体的には・・・
○ 入院医療 → 重症者に限定した入院医療の提供など

○ サーベイランス
→・ 感染拡大の早期探知の取組を停止
・ 定点医療機関における発生動向の把握等に特化
・ 病原体サーベイランスにより病原性・薬剤耐性変化を把握

○ 秋冬に向けて、患者数が大きく増加した場合の準備ととも
に、対応の更なる検討が必要。

○ ウイルスの性状変化により病原性の増大や薬剤耐性の獲得
が生じた場合

本運用指針の見直しを検討
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